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2020 年基準改定における年齢階級別指数の見直しについて（案） 

 

１ 見直しの背景・概要 

 消費者物価指数においては、家計調査における消費支出（二人以上世帯）の分類に基づき、基本分

類指数や財・サービス分類指数のほか、世帯主の年齢などによる世帯の消費構造の違いを踏えた世

帯属性別指数を以下のとおり公表している。 

［2015 年基準］ 

・ 世帯主の年齢階級別指数（10 大費目，年齢階級区分は 10 歳階級別６区分※、年次） 

※29 歳以下、30～39 歳、40～49 歳、50～59 歳、60～69 歳、70 歳以上 

・ 世帯主 60 歳以上の無職世帯指数（中分類、月次） 

・ 世帯主 65 歳以上の無職世帯指数（中分類、月次） 

 

前回物価指数研究会（第 16 回）における意見を踏まえ、世帯主 60 歳以上の世帯について、「世帯

主の年齢５歳階級別」及び「無職世帯と勤労者世帯」の観点から追加的に分析を行い、その結果を踏

まえ、以下のとおり公表系列の見直しを行うこととしたい。 

［2020 年基準（今回案）］（下線が前回案との変更点） 

・ 世帯主の年齢階級別指数（10 大費目、年次）の年齢区分に「65 歳以上」及び「65 歳以上の無

職世帯」の区分を新たに追加 

・ 世帯主の 60 歳以上及び 65 歳以上の無職世帯指数（中分類、月次）の公表を行わない 

 

２ 世帯主の年齢５歳階級別の分析結果 

家計調査結果データ（2018 年平均値）から、二人以上世帯における世帯主の年齢５歳階級別消費支出

の構成比をみると、「60～69 歳（現行）」と「60～64 歳」及び「65～69 歳」間にあまり大きな差は見られ

ない。また、「70 歳以上（現行）」と「70～74 歳」及び「75 歳以上」間も、あまり大きな差は見られない。 

したがって、これら５歳階級別の指数を新たに作成したとしても、現行指数と同様な動きになると考

えられる。（図１）。 
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３ 無職世帯と勤労者世帯の分析結果 

家計調査結果データ（2018 年平均値）から、二人以上の世帯のうち、世帯主 65 歳以上の無職世帯及

び勤労者世帯における消費支出の構成比をみると、あまり大きな差は見られない。したがって、無職世帯

と勤労者世帯を区別した指数を作成したとしても、同様な動きになると考えられる。（図２）。 

 

 また、家計調査結果データ（2018 年平均値）から世帯主の年齢階級別集計世帯数の構成比をみると、

二人以上の世帯のうち、「65 歳以上」では「無職世帯」の割合が７割を占めるようになる。このことから、

現時点において、無職世帯の指数は、無職に限定しない指数でも概ね代用できると考えられる。（図３） 

 

 

 

 

※「勤労者・無職以外の世帯」とは、世帯主が社⻑、取締役、理事など会社団体の役員である世帯など、
「無職世帯」及び「勤労者世帯」以下の世帯をいう。 




